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基本理念 ： 患者中心主義のもと安心で安全な満足度の高い医療の提供を行い、かつ最も高度の医療水準を維持する
  よう努めます。
使　　命 ： 当センターは、埼玉県全域を範囲とし、がん、心臓病に対する高度専門特殊医療に特化し、かつ高度の救命
  救急医療を提供します。
基本方針 ： 上記の理念に従って患者中心主義（patient-oriented）を貫き、あらゆる面で ”患者さんにとって便利” で
  あることを主眼とし、患者さんひとりひとりにとって最も適切な医療を提供致します。
患者さんの権利 ： 当センターは、全ての患者さんには、以下の権利があるものと考えます。これらを尊重した医療を行うことをめざします。
  （1）ひとりひとりが大切にされる権利 （2）安心で質の高い医療を受ける権利 （3）ご自身の希望を述べる権利
  （4）納得できるまで説明を聞く権利 （5）医療内容をご自身で決める権利 （6）プライバシーが守られる権利
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災害医療とは

埼玉医科大学国際医療センター
救命救急科　診療部長

根本　学

日本は環太平洋地震帯に位置し、地殻変動が

激しく地震活動が活発で、世界のマグニチュー

ド6以上の地震の2割は日本周辺で発生してお

り、明治、大正、昭和、平成にかけて明治三陸

地震 （1896年6月15日）、 関東大震災（1923

年9月1日）、日本海中部地震（1983年5月26日

）、阪神・淡路大震災（1995年1月17日）、

新潟県中越地震（2004年10月23日）、東北地

方太平洋沖地震（2011年3月11日）など震災だ

けでなく、毎年のように風害・水害に見舞われ

ています。さらに、地球温暖化の影響による異

常気象は、2014年2月、関東地方に甚大な雪害

をもたらしたことも記憶に新しいところです。

このように日本は自然災害大国であること決し

て忘れてはいけない、と同時に、過去の災害か

ら対策を講じることが求められています。

2011年の東北地方太平洋沖地震で活躍した

DMATや東京消防庁パイパーレスキューはまさ

に、阪神・淡路大震災の教訓から生まれた組織

です。

災害は大きく、自然災害、人為災害、および

特殊災害に分けられます。そして災害時に求め

られるのは、地域における連携、地域の枠を超

えた連携、組織の枠を超えた連携および行政と

の連携です。言い換えると、消防、警察（自衛

隊）、医療、そして行政がお互いに連携を取り

つつ、限られた資源を用いて「最大多数の傷病

者に、最良の医療を提供する　The best for the

greatest number of victims.」のが災害医療で

す。

このような連携は普段の救急医療で実践され

ていなければ、災害時に行うことはできませ

ん。多職種がそれぞれの職種の応分な役割を理

解し、尊重し合わなければ円滑な災害医療を提

供することはできないという視点から、日本集

団災害医学会を中心に構成されたのが、「多数

傷病者初期対応　MCLS：Mass Casualty Life

Support」です。参加資格は問わず、災害に関与

するあらゆる職種がテーブルを囲んで課題に取

り組むことで災害医療の基本的概念を共有し、

日常の救急医療の中で実践することが、災害医

療につながると言っても過言ではありません。

是非、1人でも多くの方々が災害医療に興味を

持って頂ければ幸いです。

ーコメントー

多数傷病者初期対応MCLS・コースは、埼玉県

内で年4回程度開催しています。今後は地域メ

ディカルコントロール協議会などを通じて広報

させて頂きたいと考えていますので、是非、ご

参加下さい。
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第62回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　救命救急センター　H26.5.21

2014.2月　雪害　～秩父での大雪の経験から～

花仁会　秩父病院
診療部長
山田　正己

秩父地方は2月15日未明、最大積雪98ｃｍ、

1926年の観察開始以来1位の積雪にみまわれま

した。秩父と他地域をつなぐ2つの鉄道、西武

鉄道、秩父鉄道も終日運行見合わせ、道路も車

両通行はほとんど不可能でありタクシー、路線

バスも運行不能となってしまいました。

【秩父病院の状況】

2月15日　通勤不可能な職員が多数でなんと

か10名ほどの職員が雪道の中午後出勤、5時間

以上かけて出勤したものもいました。通常180

名近くの外来受診者もこの日は7名、うち救急

車5名、救急車も途中で搬送不可能になりソリ

搬送で2時間かけて来院した症例もありまし

た。

2月16日　救急玄関から駐車場の除雪作業に

追われました。休日二次救急当番日でしたが来

院患者は10名、うち救急車2名と少数でした。

これは各病院、クリニックも救急体制をとり救

急患者はなるべく近隣の病医院への搬送がおこ

なわれていたためと考えます。また当院はヘリ

ポート併設しているため緊急事態を考え、1ｍ

以上の雪で覆われたヘリポートをヘの除雪を限

られた職員のみで行いました。実際使用可能か

どうか防災航空隊より入電があり急いで作業を

進めましたが結局使用はされませんでした。

【今回の大雪を経験して】

今回の雪害に対しては、行政はまったくあて

にならなかったというのが正直な気持ちです。

まず除雪車が関東圏は完全に不足しているこ

と、また自衛隊派遣問題については県庁との緊

急性に対する温度差があったことが否めませ

ん。一晩で雪はやんだため大雪特別警報が発令

されなかったことも今後の課題になると思いま

す。

自院での対応に関しては、今回の経験をいか

し雪害対策マニュアルを作成して行政に頼ら

ず、安全に職員を確保、保護しながら二次救急

病院としての責務を果たさなければ、と感じま

した。
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第62回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　救命救急センター　H26.5.21

大雪災害中の救急活動を経験して

秩父消防本部
救急救命士
小林　弘

今年2月の記録的な降雪は秩父地方において

も過去の最高積雪量を倍近く超え、市民生活の

みならず公共機関の活動も阻害し大雪災害とな

りました。市街地でも1メートルの雪が積も

り、幹線道路でさえ車両の往来は難しく交通機

関はすべてマヒした状態となりました。山間部

では更なる積雪と雪崩等もあり孤立集落が複数

出現しました。このような中で経験した救急活

動の概要を統計と伴にご紹介したいと思いま

す。

個々の救急出場では救急車が立ち往生すると

人力で除雪をしながら現場に向かうといった具

合でした。しかし現場によってはたどり着けな

い、またたどり着いてもすぐに搬送できないな

ど想定外の事態も多く発生しました。場合に

よっては緊急車両以外の車両を乗り継いでの搬

送などもありました。

時間経過のグラフからもわかるように積雪の

あった15日は活動に多大な時間を要し、平均で

覚知－現場到着まで59分、覚知－病院収容まで

148分（最長では現着まで185分、収容まで315

分）要しています。通常に近い時間経過となる

まで1週間ほどかかっております。

出場件数、出場種別から見てみると15日から

出場件数は増加し17日が最多でした。出場内容

で特徴的であったのは慢性疾患、特に透析患者

の搬送件数の増加です。曜日も関係したと思わ

れますが全体の出場件数の増減とも相関がみら

れました。

そして孤立集落での傷病者搬送ではヘリによ

る搬送が有効でした。写真では地上隊と伴に防

災ヘリにより寝たきりの傷病者を自宅から救急

搬送しているところです。

今回の大雪災害を経験して消防としては除雪

道路の優先順位、災害弱者の情報の共有化、な

ど他機関と連携が必要であると思われます。さ

らに今回の災害では管内の病院機能はある程度

保たれており病院収容という点ではあまり混乱

はありませんでしたが、災害の状態によっては

管外への搬送も視野に入れ広域的な連携を想定

しておく必要性を感じました。
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第62回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　救命救急センター　H26.5.21

2月15日（土曜日）大雪での救急搬送

埼玉西部消防局
広瀬分署　救急救命士

増田　守男

前日からの降雪で入間、狭山地区の降雪量は

50ｃｍ～60ｃｍとなっており、救急出動も多く

一回の出動にかかる時間も普段の3倍から4倍か

かるという状況であった。このような状況で

あったため、当直主幹の判断で4名乗車での隊

編成をし、気象及び道路状況から普段では携行

することのないスコップ、雨合羽、ゴム手袋、

長靴を携行し救急対応に当った。

この事案は、別件救急で豊岡第1病院に搬送

した帰署途中入電したもので、入間ハート病院

から国際医療センターまで89分を要した。

転院搬送の指令を受けた後、道路状況（通行

止め箇所）を指令センターに確認したところ、

埼玉医大国際医療センターへの搬送時に重要と

なる国道299号バイパスと国道16号線は通行止

めであるとの情報を得たため、坂道等を極力避

けた先ほどの救急出動で走行したルートが最良

ではないかと、隊員達と協議しながら入間ハー

ト病院へ向かう。

入間ハート病院へ向かう途中、また埼玉医大

国際医療センターへの搬送途中には走行不能状

態の車両での交通渋滞、雪による倒木による通

行止め、交通事故による通行止め、放置車両に

よる交通渋滞、原因不明の交通渋滞による立ち

往生等の障害があり、そのたび搬送経路の変更

や隊員3名が無線機とスコップ等を持て行き渋

滞解消のために車両を移動させたり、交通整理

をしたりして搬送した。また、普段は片側2車

線の道路も1車線しか通行できず追い越しも積

雪のため難しい状態であった。

悪条件下の活動にあっては道路状況の把握、

資機材、隊員同士の共通認識、マンパワーが重

要であり、4名での活動は非常に有効であっ

た。
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第62回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　救命救急センター　H26.5.21

大雪被害における救命救急センターの看護体制

埼玉医科大学国際医療センター
看護部　救命救急センター　外来　副看護師長

吉野　暁子

10年に一度の寒波が日本列島に流れ込み、記

録的な大雪に見舞われた関東甲信越地方。これ

までにない経験から、首都圏は大きな混乱をき

たしました。また、第103回看護師国家試験に

おいて、会場にたどり着けなかった受験生約

700人に対し、厚生労働省は3月に追加試験を実

施するなど、看護界において異例の対応がなさ

れました。

前日より降り続いた大雪の影響で15日早朝よ

り完全に麻痺した私鉄、ＪＲなどの交通機関。

このため、数多くの看護職員が病院に出勤不能

となり病院機能が一時危ぶまれました。しかし

看護部の迅速な対応で看護職員全員に一斉メー

ルが配信され、夜勤明けの職員には引き続き勤

務を、敷地内の女子寮の職員に非常出勤体制が

しかれました。当救命センターでも同様に女子

寮入寮者や病院近隣在住の職員が徒歩で非常出

勤するなどして対応をしました。救急搬送は、

平常時よりも多い状況で、限られた職員で交代

制をとり、何とか救命救急センターとして機能

できていたように思います。一方、患者家族や

職員など帰宅困難者も続出し、これに対し日直

看護師長の計らいで院内の食堂や診察室などを

開放して対応したとのことです。病院の機能は

何とか果たせたものの、院内で連続勤務する職

員には、孤立した秩父地域と同様、院内設置の

コンビニに物資が届かないという食料の問題が

挙がり、互いに菓子など分け合って対応したと

聞いています。今回の大雪で、「備え」として

必要であると感じたことは、非常時の出勤の取

り決めや、帰宅困難者への対応、非常食となり

得る自動販売機の設置など数多く挙がり、今後

の教訓にしたいと考えています。最後に病院長

のはからいで迅速に保存食や菓子などの自動販

売機の設置がなされました。ここに感謝申し上

げます。

ーコメントー

日頃より近隣病院の方々には、お世話になり

ます。救急看護のことにつきまして何かござい

ましたら何でもご相談ください。
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第62回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　救命救急センター　H26.5.21

救急救命処置拡大に関する報告

埼玉医科大学国際医療センター
救命救急科 救急救命士

岸田 　全人

救急救命士とは、厚生労働大臣の免許を受け

て、 救急救命士の名称を用いて、医師の指示の

下に、 重症傷病者が病院又は診療所に搬送され

るまでの間に救急救命処置を行うことを業とす

る者です。そして救急救命処置とは救急救命士

法第二条第１項により「症状が著しく悪化する

恐れがある、又はその生命が危険な状態にある

傷病者が、病院又は診療所に搬送されるまでの

間に、当該傷病者に対して行われる気道の確

保、心拍の回復その他の処置であって、当該重

度傷病者の症状の著しい悪化を防止し、または

その生命の危険を回避するために緊急に必要な

もの」となっております。平成3年より創設さ

れ救急現場から医療機関へ搬送されるまでの間

において、救急救命士が医師の指示の下で救急

救命処置を行うことが可能となりました。

救急救命士法施行後も、処置範囲の拡大によ

り平成16 年に気管内チューブによる気道確保、

平成18 年にエピネフリンの投与が救急救命処置

に追加され、病院前救護体制の充実が図られて

きました。このような中で、さらに病院前救護

体制を強化し、傷病者の救命率の向上や、後遺

症の軽減等を図るため、次の二行為を平成26年

4月1日より施行されることとなりました。

①血糖測定と低血糖発作症例へのブドウ糖溶液

   の投与

②心肺機能停止前の静脈路確保と輸液の実施

従来の救急救命処置は、呼吸機能、心臓機能

が停止している傷病者へのチューブを用いた気

道確保、アドレナリン投与及び気管挿管など、

心肺停止状態の傷病者が対象でありましたが、

新たな処置拡大である血糖測定と低血糖発作症

例へのブドウ糖溶液の投与や心肺機能停止前の

静脈路確保と輸液の実施では、心肺機能停止前

の重度傷病者に対して、早期に処置を実施する

ことになりました。

今回の救急救命士の処置範囲拡大により、病

院前救護体制が強化され、傷病者の救命率の向

上や、後遺症等の軽減が図られることが期待さ

れます。

ーコメントー

連携医療機関先生方へ

病院前救護を担う救急救命士が平成3年に誕生

し、定期的に処置範囲の拡大がされておりま

す。当院は、埼玉西部第一・第二メディカルコ

ントロール協議会の委員もおりますので、病院

前救護に関してご意見ご質問などありましたら

ご相談下さい。今後とも、先生方のご協力、ご

鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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第63回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　包括的がんセンター　H26.7.23

乳がんの放射線治療

埼玉医科大学国際医療センター 　　
放射線腫瘍科
牧野　壮壱  

「LINAC（Liner Accelerator）」は加速した自

由電子を重金属に当てX線を発生させる装置で

ある。X線や電子線を体外から照射する（外照

射）ために用いられる。当科では2台のLINACを

有しており、1日1台あたり約40-60名の患者に

対し外照射を行っている。また1年に1300名程

度の患者に対し放射線治療を施行し、そのうち

250名程度が乳癌術後照射の患者である。内訳

としては昨年度実績で乳房温存手術後放射線治

療161人 、乳房切除手術後放射線治療 45人、

乳房加速部分照射32人であった。

乳房切除術から乳房温存術が標準治療となる

歴史の中で、乳癌治療に占める放射線治療の役

割は大きくなってきた。乳房部分切除後の放射

線治療は局所再発率を1/3に下げるだけでな

く、長期生存率の上昇にも寄与することが

DarbyやClarkeらの報告をからも示されている。

一回に照射する線量を増加させることで治療

期間を短縮させる短期照射と呼ばれる照射方法

がある。標準分割照射が5週間程度かかるのに

対し、短期照射では3週間程度で終了する。カ

ナダやイギリスで行われたランダム化比較試験

からも有効性、毒性、加えて整容性の観点にお

いても短期照射が標準治療と同等であることが

示された。年々増大していく放射線治療の需要

という社会背景を考えると患者負担と医療資源

の有効利用、つまり必要な時期に、必要な患者

に、適切な放射線治療を提供するという意味で

短期照射を推奨することは当院のように多くの

患者を治療している施設においては、社会的責

任を果たすという意味でも急務と考える。

最後に毒性，特に心毒性について昨年The

New England Journal of Medicineにおいて報告

され話題となったDarbyの論文を提示し、当科

としての心毒性を軽減させる治療計画の作成に

ついて治療計画を供覧する（スライド7枚

目）。

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
放射線腫瘍科　診療部長

加藤　眞吾  

埼玉医科大学国際医療センター放射線腫瘍科

では、根治的な治療から緩和医療までがん患者

のニーズに幅広く対応して、安全で高品質の放

射線治療を提供しております。放射線治療が必

要な患者さんがいらっしゃいましたら、遠慮な

くご連絡ください。
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第63回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　包括的がんセンター　H26.7.23

食道がんの放射線治療

埼玉医科大学国際医療センター　
放射線腫瘍科
田巻　倫明

食道癌は、部位別がん死亡数の統計におい

て、男性の6位、女性の12位を占める疾患で、

埼玉県でも年間約700名が食道癌で死亡してい

る。生存率をみると、肺癌や肝癌などとならん

で予後不良な癌の1つである。特徴としては、

診断時にリンパ節転移の頻度が高いということ

が知られている。

食道癌に対する治療法としては、0期（上皮

内癌）に対しては内視鏡的治療が主流になって

いる。I～III期（T4を除く）に対しては術前化学

療法＋手術が標準的治療になっている。一方、

食道癌に対する外科療法は侵襲が大きい手術の

1つであることが知られている。食道癌患者に

は合併症を多く有する場合や全身状態が不良で

ある場合もまれではなく、放射線治療の適応に

なる患者も少なくない。また、放射線治療はよ

り進行したIII～IV期の患者にも用いられる。ま

た、根治治療以外にも対症療法として、食道通

過障害の改善、疼痛や圧迫の緩和、骨転移の鎮

痛、脳転移の緩和などに用いられることが多

い。

放射線治療は、その病期や患者の全身状態を

考慮して、原発巣と転移リンパ節および予防的

リンパ領域を含んだ照射野で行われる。放射線

量は根治的治療では約50～60 Gyが一般的であ

る。化学療法が併用可能な場合は、シスプラチ

ンと5-FUを同時併用することで、治療成績が向

上することが示されており、化学療法の同時併

用が現在の標準治療となっている。放射線治療

の副作用としては、急性期では食道炎、皮膚

炎、血球減少、肺臓炎など、晩期には肺臓炎、

心膜炎、胸膜炎、食道潰瘍・狭窄などがあり、

注意が必要である。現在では、CTを用いた3次

元的放射線治療計画で、より正確に病変を治療

しつつ、副作用を予防する努力がなされてい

る。
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第63回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　包括的がんセンター　H26.7.23

子宮頸癌に対する放射線治療

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
放射線腫瘍科
阿部　孝憲  

子宮頸癌はHuman Papiloma Virusが原因となっ
て発症する癌である。日本では年間10000人ほどが
発症していると推定されている。この数は女性特有の
癌では乳がんに次ぐ多さである。若年発症も多く、20-
30歳台の女性の癌発症の中では一番多い。子宮頸
癌の治療は主に手術と放射線治療である。アメリカの
ガイドラインでは早期に対しては手術、または放射線
治療、という選択肢が併記され、II期以降では放射線
治療のみが推奨されている。放射線治療は外照射、
腔内照射という異なる2つの方法を組み合わせて行
う。外照射は直線加速器を用いて原発巣、傍子宮組
織、骨盤リンパ節を治療する。小線源治療は子宮内
部に細い金属の管を挿入し、その内部に放射線を発
する小線源と言われる物質を入れることで体の内側か
ら直接子宮の病気に向かって放射線治療を当てる。
日本の標準的な治療スケジュールは25回程度の外
照射、4回の腔内照射を週1回、化学療法を併用する
場合は週1回で5回程度行うことが多い。総治療期間
は7週間ほどで、化学療法を併用する場合でも外来で
行うことも多い。放射線治療の効果としてはI-II期の早
期に対しては局所制御90%、5年生存率90%とする
報告が多く、高い確率で治すことができると言える。進
行期に対しては化学療法を併用した放射線治療を行
う。複数のランダム化比較試験で進行期に対しては
放射線治療単独よりも化学療法を併用した場合、局
所制御率、5年生存率の上乗せ効果が確認されてい
る。進行期の場合が化学療法併用治療で局所制御
率が80%、5年生存率が60%台、と報告する論文が

多い。実際の治療例を供覧する。1例目は子宮頸癌
IBI期の方で、比較的早期の症例である。MRIで子宮
頸部に腫瘤を認め、子宮内腔には頚部の腫瘤によっ
て頸管の流れが阻害され、溜膿腫を認める。放射線
治療単独治療を施行し、腫瘍は消失し、子宮内腔に
溜まっていた膿も消失している。2例目はIIB期の症例
である。MRIで頚部に腫瘤を認め、一部頚部間質の
断裂を認め、子宮外への進展が示唆される。化学放
射線治療を施行し、治療後には腫瘤は消失した。3例
目はさらに進行期の症例でIIIB期の症例である。子宮
頸部には先ほどの症例よりも明らかに大きな腫瘍を認
めている。化学放射線治療を施行し、治療後には局
所の腫瘤は消失している。最後の4例目はIVA期の症
例である。子宮背側に張り出した腫瘤を認め、直腸へ
の進展ありと診断され、IVA期の診断となった。このよ
うな病気に対しては通常の放射線治療では根治照射
が難しくなるが、当院ではこのような不整形の腫瘍に
対しても特殊な照射法を用いて対応可能である。治
療後、直腸に浸潤していた腫瘤は消失した。
患者紹介の際のお願い
当院に患者をご紹介いただく際の流れは子宮頸癌

疑いの患者がいる場合、病期精査、組織型精査、そ
の他全身状態の精査がありますので、まず婦人腫瘍
科宛のご紹介をいただければ幸いです。
まとめ
放射線治療は早期から進行期まで有力な根治的

治療の手段である。治療機械の進歩などでより精度
の高い治療が可能となってきている。
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第63回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　包括的がんセンター　H26.7.23

高精度放射線治療

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
放射線腫瘍科　医学物理士

宮浦　和徳

近年、放射線治療装置と周辺機器の発展によ

り、腫瘍に対して精度よく集中的に放射線を投

与できるようになりました。さらに放射線を体

内へ照射する際に生じる不確かさ（位置照合や

呼吸生移動など）を低減することにより、高精

度放射線治療が可能となりました。高精度放射

線治療は、がん周囲の正常組織に対する放射線

の線量は低く押さえつつ、がんに対しては高線

量を精度よく照射することができ、副作用が低

くて効果の高い治療が実現できます。

当センターは、高精度放射線治療が実施可能

な放射線治療装置を多種所有しており、外部照

射として、最新鋭の医療用直線加速器（リニ

アック）2台とサイバーナイフ1台、小線源治療

として、イリジウム-192を用いた高線量率腔

内・組織内照射装置（RALS）があります。リニ

アックは全身に対する通常の放射線治療を行な

いますが、強度変調放射線治療（IMRT）や定位

放射線治療（SRT）といった高精度放射線治療

が可能です。またサイバーナイフは、ロボット

アームの先端に小型直線加速器を搭載し、リア

ルタイムに画像誘導による患者位置補正も可能

です。さらにリニアックよりも照射の自由度が

高いため、腫瘍の呼吸生移動に同期させより線

量集中性を高めた高精度放射線治療を行なうこ

とが可能です。小線源治療においては、2013年

8月よりRALS室に専用CT装置が導入され、国内

でも屈指の画像誘導小線源治療（IGBT）が行な

える環境が整いました。

適切な高精度放射線治療を実施するために

は、装置の制御系や出力の安全を十分に担保す

るための品質管理・精度保証（QA/QC）が必須

となります。当科では医学物理士と診療放射線

技師が協力して装置のQA/QCを実施し、安全か

つ正確な放射線治療を提供するため、日々尽力

しております。

ーコメントー

医学物理士は、放射線を用いた医療が適切に

実施されるよう、医学物理学の専門家としての

観点から貢献する医療職です。当科には3人の医

学物理士がおり、安心安全な放射線治療を提供

できるように臨床を支えています。
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第64回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　画像診断科、核医学科 H26.9.17

埼玉医科大学国際医療センター画像診断科におけるIVR

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
画像診断科
中澤　賢

当院当科では、良性疾患、悪性疾患を問わず

多種多様な疾患を対象として年間230件程度の

IVR（Interventional Radiology）を行なってお

り、徐々に増加しています。IVRとは放射線診断

のために開発された血管カテーテル術、胆管造

影術などの各種診断法を用い、画像ガイド下に

治療面に応用したものの総称です（Ex. 動脈撮

影法→血管形成術）。Interventional Radiology

は1967年にMurgulisにより名付けられ、低侵襲

性により急速に広まってきました。

当科で行なっているIVRとしては肝細胞癌（多

血性肝腫瘍）に対する動脈化学塞栓術

（TACE）、閉塞性動脈硬化症に対する経皮的

血管形成術（PTA）/STENT留置、内臓動脈瘤

に対する動脈塞栓術（TAE）、外傷や消化管出

血に対するTAEによる緊急止血術、肺結節/軟部

腫瘍に対する経皮的生検術、深部膿瘍に対する

経皮的ドレナージ術などがあります。

肝細胞癌に対するTACEは当科のIVRでは主た

るもので、昨年度（2013年4月～2014年3月）

は43件のTACEを行ないました。当院では手術

後の再発症例、術前精査にて手術適応なしとさ

れた肝細胞癌症例に対し、TACEを行なってい

ます。症例によって・通常のTACE…Lipiodol+

抗癌剤+ゼラチンスポンジ、・B-TACE…動脈を

Balloonカテーテルで閉塞した状態でTACEを行

なう、・BEADS TACE…今年春に保険認可され

た抗癌剤を吸着する球状塞栓物質を用いて塞栓

する、を使い分けています。

内臓動脈瘤はCTの普及により比較的頻繁に見

られるようになり、破裂動脈瘤、症候性動脈

瘤、仮性動脈瘤は絶対的適応があります。無症

候性動脈瘤に関しては完全なコンセンサスは得

られておらず、一般的には①2cm以上の動脈

瘤、②増大傾向のある動脈瘤、③妊娠中もしく

は出産可能年齢の女性、④臓器移植予定の患

者、とされています。膵のArcadeの動脈瘤は小

さくても破裂の危険性が高く、サイズに関係な

く治療の適応となります。当科でも同様の基準

でIVR治療を行なっています。

CTガイド下の生検は一般的な手技として認知

されています。肺ならば10mmの結節でも90％

以上の確率で組織診断が可能です。

以上、当科で行なっているIVRの一部を紹介し

ました。
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第64回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　画像診断科、核医学科 H26.9.17

頭部外傷における頸椎・頸髄損傷の画像診断

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
画像診断科
齋藤　尚子

頭部外傷では頭部に加わった外力が頸椎に作

用し、生理的可動域以上のストレスが加わると

頸椎損傷をきたします。頭部外傷で頸椎損傷を

伴うことは少なくなく、ときに重篤な合併症を

伴うことがあります。

頸椎クリアランス検査には、単純X線写真、

CT、MRIがあります。頸椎CT検査の読影では、

MPR（multiplanar reconstruction）画像による

多断面画像や3D画像での評価が有用です。読影

ポイントは、最初に頸椎のアライメント（椎体

前縁・後縁線、脊柱管後縁線、棘突起線、各棘

突起間隔のバランス、椎間関節）を確認し、次

に骨折の局在、広がり（脊柱管、横突孔、神経

孔、関節突起などへ骨折線がおよぶか否か）、

脊柱管内へ突出した骨片の有無について評価し

ます。そして、椎周囲間隙の血腫や浮腫の有

無、それらによる気道狭窄の有無を見ます。特

に、高齢者など変形性脊椎症や脊柱管狭窄症を

背景に有する場合には、軽微な外傷でも頸椎損

傷を生じるうるため、これら変化を認めた場合

には注意しなくてはなりません。

今回の発表では、頭部外傷患者さんにおける

頸椎・頸髄損傷の頸椎CT、MRI検査の読影ポイ

ント、そしてよく遭遇する代表的な頸椎外傷の

画像所見について概説しました。頸椎外傷の特

徴や画像所見を知ることは、迅速な治療方針決

定にとても重要であると思われます。
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第64回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　画像診断科、核医学科 H26.9.17

腫瘍FDG-PET検査の適応とピットフォール

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
核医学科

山根　登茂彦

FDGはブドウ糖の二位の水酸基を放射性のF-

18で置換した物質です。ブドウ糖と似た体内動

態を示しますが、より細胞内に貯留する性質が

あり、PET装置で良好な画像を得るのに適して

います。悪性腫瘍の糖代謝は一般に亢進してい

るため、FDG-PET検査により選択的に腫瘍を評

価することができます。

FDG-PET検査の保険適応は早期胃癌を除く悪

性腫瘍で、初期診断やステージング、治療効果

判定などに広く用いられています。但しいくつ

かの条件があり、単なる経過観察など適応とな

らない場合があるため注意が必要です。

検査はまずFDGを静脈内に投与し、約1時間

待機した後、PET装置で撮像します。当院で

は、CTと一体型のPET/CT装置で撮像していま

す。

FDGが高集積を呈する部分を一般に悪性腫瘍

と判断しますが、生理的に集積する部位を除外

した上で判断する必要があります。例えば脳は

元来よりブドウ糖を多く利用するのでFDGが強

く集積します。そのため転移を含む脳腫瘍の評

価には適さず、別途造影MRI等で評価する必要

があります。胃や大腸には時に生理的な高集積

を呈する場合があり、都度腫瘍との鑑別が必要

です。FDGは尿排泄されるため、腎や排泄路に

も強く集積します。

食後のインスリン分泌や高血糖状態にFDG集

積は修飾されるため、検査前6時間は絶食する

必要があります。事前に運動すると筋集積が亢

進するため、前日から運動は控えるようにしま

す。

PETでは、SUVという値を用いて半定量的に

集積を評価することができます。腫瘍の悪性度

診断や治療効果判定に有用ですが、様々な生理

的・物理的要因に影響を受けるため、必ずしも

信頼のおける値ではないことに留意する必要が

あります。またFDGは全ての腫瘍に良好な集積

を呈する訳ではありません。腫瘍に固有な代謝

活性の影響により、胃癌、肝細胞癌、腎細胞癌

など一部の腫瘍で集積が弱くなります。

ーコメントー

FDG-PET検査の保険適応や検査結果の解釈な

ど、ご不明な点がありましたら、お気軽に核医

学検査室までご連絡ください。

TEL 042-984-4134

受付時間：月～金 9:00～17:00、

               土 9:00～12:30
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第64回埼玉医科大学国際医療センター 地域医療連携懇話会　画像診断科、核医学科 H26.9.17

新しい脳核医学検査の御紹介

埼玉医科大学国際医療センター 　　　 
核医学科
久慈　一英

１．新しい脳核医学検査の流れ

従来の血流評価から、代謝や神経伝達機能、

特異的バイオマーカによる疾患や病態の定量評

価による臨床的に有用な指標評価を求められる

ようになってきた。特異的診断、個別的腫瘍

マーカー、治療効果早期予測などが期待されて

いる。核医学では、糖代謝（FDG）、酸素代謝

がPETで保険適応検査となっており、アミノ酸

代謝、核酸代謝、低酸素、神経伝達機能、脳ア

ミロイドなども研究から臨床へ検討が進められ

ている（図1）。SPECTでは、新しいドパミン

トランスポータ検査が保険適応になった。

・ドパミントランスポータSPECT（図２，３）

黒質線条体ドパミン神経を特異的に評価でき

る新しい核医学検査で、パーキンソン症候群の

診断およびレビー小体型認知症とアルツハイ

マー型認知症の鑑別に用いることができる。

・脳腫瘍アミノ酸PET（図４，５）

研究では当院にて、C-11メチオニンPET/CT

を行っているが、デリバリーで検査可能なF-18

標識薬剤の臨床試験が進められている。臨床的

には、脳腫瘍の存在範囲決定、治療効果や再発

の判定、放射線壊死の診断などに有用性が認め

られている。

２．認知症におけるPETの有用性（図６，７）

当院でも脳血流SPECTでの認知症の評価を

行っているが、新しいPET検査が臨床利用され

る段階に来ている。FDG-PETによる認知症の機

能評価は、脳血流よりも高精度にできる。今年

からようやくアルツハイマー型認知症の診断で

先進医療が認められた。脳ベータアミロイド

PETは、アルツハイマー病の早期診断に有用で

ある。国内でも薬剤自動合成装置がようやく医

療機器承認を得て、保険診療へと進んでいく段

階である。

３．今後の展望（図8）

特異的なバイオマーカを画像化することによ

り、高精度な核医学画像診断が可能になってい

くと考えられる。
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図-1 図-2

図-3 図-4

図-5 図-6

図-7 図-8



平成26年10月1日（水）に30回目の埼玉医科大学・連携施設懇談会が川越プリンスホテルにて開催されました。

計464名（本学教職員 198名・連携施設 266名）という多くの皆様にご参加いただきました。懇談会の様子を

写真にてお届けいたします。
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第30回

埼玉医科大学・連携施設懇談会が開催されました

《懇談会》開会の辞
副会長 堤 晴彦 先生

（総合医療センター 病院長）

総合司会
屋嘉比 康治 先生       安田 福輝 先生
（総合医療センター       （安田醫院 院長）
              副院長）

あいさつ
会長 丸木 清浩 先生

（埼玉医科大学 名誉理事長）

学術講演
「糖尿病における腎保護と

ＳＧＬＴ-２阻害薬への期待」
長谷川 元 先生

（総合医療センター 腎・高血圧内科 教授）

特別講演
「埼玉県における医療整備の

課題と展望について」
小野寺 亘 先生

（埼玉県 保健医療部医療整備課 課長）

連携施設からの発表
「地域包括ケアシステム構築に向けて
～地域リハビリテーションの視点から～」

斉藤 正身 先生
（川越医師会 理事　霞ヶ関南病院 理事長）
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質疑応答

懇親会の様子

次回は平成27年6月3日開催予定です。

《懇親会》 開会の辞
副会長 丸木 清之 先生
（埼玉医科大学 理事長）

閉会の辞
副会長 関本 幹雄 先生

（川越市医師会 会長　関本記念病院
理事長・院長）

乾杯の発声
山根 宏夫 先生

（豊岡第一病院 院長）

閉会の辞
副会長 金澤 實 先生

（埼玉医科大学病院 病院長）

新任教授・新任部長の紹介
                左から  髙橋 孝郎 先生（国際医療センター　緩和医療科） 
                           古屋 大典 先生（国際医療センター　総合診療・地域医療科）



②患者さん、又はそのご家族が当院の
予約センターに電話をおかけください。

 

③予約センターにて予約をお取りします。

心臓病・脳卒中センター　

包括的がんセンター  

042-984-0474 

042-984-0475 

 

紹介元医療機関 

当院 

①紹介状を患者さんにお渡しください。 

④予約日に患者さんが紹介状を持参の上、　 
　ご来院されます。 

②地域医療連携室にて予約をお取りします。

①当院の地域医療連携室に電話を 
　おかけください。 

④予約日に患者さんが紹介状を持参の上、
　ご来院されます。 

地域医療連携室
　042-984-4433（医療機関専用）

 

③予約時間を患者さんに伝え、
　紹介状をお渡しください。 

紹介元医療機関 

 

当院 

受診までの流れ（患者さんからの予約の取り方）

受診までの流れ（医療機関からの予約の取り方）
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がん診療についてインターネットでの予約受付しています。

予約の流れ

平成25年4月1日より、当院ホームページからがん診療についてインターネットで
の予約受付しています。医療機関からはもちろん、患者さんや御家族がご自宅か
ら予約可能です。ご活用ください！

｝ 患者さん →☎ 042-984-0474、0475（予約センター） 医療機関 →☎ 042-984-4433（地域医療連携室）
   でお受けします。

 →☎042-984-4108（地域医療連携室）でお受けします。
 

インターネットでの予約がご利用頂ける方
① がんの診断を受けていて、これから治療を予定されている方
② 外来受診予約の方
③ 初診の方
※ 紹介状をお持ちでない方は、初診料の他に別途4,320円（税込）をご負担頂きます。ご了承下さい。

次の方は、ご利用頂けません
①メールアドレスのない方
②がん以外の疾患で受診の方
③再診の方

④セカンドオピニオン予約の方

患
者
さ
ん

埼
玉
医
科
大
学
国
際
医
療
セ
ン
タ
ー

地
域
医
療
連
携
室医

療
機
関

①外来予約フォームより申し込み

②受信確認メールを送信

③予約日決定メールを送信（3診療日以内）
ま
た
は

①外来予約フォームより申し込み

②受信確認メールを送信

③予約日決定メールを送信（3診療日以内）

詳しくは、埼玉医科大学国際医療センターHPをご覧下さい。



埼玉医科大学国際医療センターは地域医療連携を
積極的に推進しています

連携に関するお問い合わせは地域医療連携室（電話042-984-4433）にお願いします。

脳卒中地域医療連携

900点

600点

100点

300点

急性期治療

回復期等

通所リハ事業所
訪リハ事業所

ケアマネ
ジャー

老健

200床未満の病院
診療所

連　携

連　携

地域連携診療
計画管理料

地域連携診療
計画退院時
指導料（Ⅰ）

地域連携診療計
画退院計画加算

ケアマネジャー
必要に応じて連携

地域連携診療
計画退院時
指導料（Ⅱ）

（現行の地域連携診療
計画退院時指導料）

地域連携診療
計画の中で
評価する範囲
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あらかじめがん
の種類や治療法
ごとに治療計画
を策定し連携医
療機関と共有

　がんの治療目的に初回に入院した患者に
対して、地域連携診療計画に基づく個別の
患者ごとの治療計画を作成。患者に対して、
退院後の治療を地域の医療機関と連携して
行うことを説明する。

計画に基づき、外来における
専門的ながん診療を提供。

診療情報提供 紹介

計画策定病院

がん診療連携拠点病院等

がん治療
連携指導料
（情報提供時）

連携医療機関

300点
750点 300点

がん治療連
携計画策定
料1

がん治療連
携計画策定
料2

退院時又は退院
した日から起算
して30日以内
に1回に限り所
定点数を算定
する。

　計画策定病院で作成された治療計画に基づき、外来医療、
在宅医療を提供する。また、計画に基づき、適切に計画策
定病院に対して適切に患者の診療情報を提供する。

② ① ③

　がんの地域連携計画策定料1（750点）を
策定した患者が状態の変化等により計画の
変更が必要になり、連携先医療機関から計画
策定病院に紹介され、実際に計画の変更
を行った場合に算定できます。
　ただし、対象となるのは、がん治療連携指
導料を算定した患者に限られます。

がん診療連携拠点病院等を中心とした連携

救急搬送患者受入の連携

救急搬送患者
地域連携紹介加算

1,000点

救急搬送患者
地域連携受入加算

2,000点

紹介医療機関
（あらかじめ連携）

救急車

救命救急センター
救急医療
7日以内

受入医療機関

埼玉医科大学国際医療センター
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日　時： 原則毎月第３週水曜日
               １８：４５～２０：３０
場　所： 埼玉医科大学国際医療センター　C棟２階会議室
内　容： 地域医療連携懇話会は地域がん診療拠点病院の認定項目であり、地域の病院との情報
               交換の場で毎月（第3水曜日）定期的に同一会場にて開催しています。

参加についてのお問い合わせは地域医療連携室（電話042-984-4433）で受け賜ります。

地域医療連携懇話会と包括的がんセンター教育カンファレンスのご案内を申し上げます。
ご多忙中の事とは存じますが、医師・コメディカルおよび連携室の皆様方お誘いの上、ご参

加くださいますよう宜しくお願い致します。

日　時： 毎月第４週月曜日
               １８：３０～１９：３０
場　所： 埼玉医科大学国際医療センター　Ｃ棟２階会議室
内　容： 包括的がんセンター教育カンファレンスは、包括的がんセンターの各診療科が持ち回

りで担当し、毎月第4月曜日18：30～19：30に開催しております。対象は、医師およ
び看護師、薬剤師で、各診療科の疾患および研究について教育的な講演を行っていま
すので、地域の先生方もぜひご参加いただけると幸いです。

参加についてのお問い合わせは教育カンファレンス事務局（電話042-984-4233）で
受け賜ります。

地域医療連携懇話会　開催のご案内

包括的がんセンター教育カンファレンス　開催のご案内


